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１. はじめに 

 供用中のコンクリート構造物の維持管理において，それぞれの目的に応じた微破壊・非破壊試験が活用されてい

る．これらから取得されたデータを用いて構造物の現在の状態を把握するためには，多くの場合，新設時のデータ

との比較が必要である．また，地下構造物などにおいては，地盤と直接接する箇所が多く，調査箇所へのアクセス

が制限されるため直接測定することが困難な場合もある．そのような場合に，非破壊試験の一つである衝撃弾性波

法の活用が考えられ，新設時の測定波形と供用中の測定波形を適切に分析することでアクセスが難しい箇所の状態

把握が可能となると考えられる．本研究では，直接地盤と接するコンクリート立坑において，その接している箇所

が経年劣化しているか否かの判断として用いるための初期値の取得方法およびその評価方法について検討した．既

往の報告 1)では，衝撃弾性波法の多重反射理論に基づいた方法により，既知のコンクリート部材厚と多重反射で得

られる基本周波数の関係から，コンクリート部材中の弾性波伝搬速度が初期値として推定され，維持管理では同一

手法から得られる弾性波伝搬速度の推移から状態把握を実施するものである．本研究では，既往の報告と同様に評

価指標を衝撃弾性波法から得られる弾性波伝搬速度とし，弾性波伝搬速度の決定方法について部材内部の反射源が

可視化可能な開口合成法 2）を用いた手法を提案するものである． 

２. 測定対象と測定方法 

２.１ 測定対象 

 測定対象は，「環状七号線

地下広域調節池（石神井川区

間）工事」で施工された中間

立坑のコンクリートであり，

測定箇所を図－1 に示す．測

定は，2 ロット目の 5 面のコ

ンクリート壁面（部材厚 2m）にて 1 箇所ずつ，計 5 箇所にて実施し

た．なお，測定時の材齢は 356 日であり，外側のコンクリート壁面は

地盤と接している． 

２.２ 衝撃弾性波法の測定概要  

 写真－1に測定時の状況を示す．コンクリート表面に 8 個の加速度

センサ（感度：5mV/m/s2，周波数範囲（±3dB）：3～10,000Hz）を直径 200mm の円状に設置し，各センサから外側

50mm の位置にて弾性波の入力を行った．弾性波の入力は，直径 30mm の鋼球で各センサ近傍のコンクリートに衝

撃を与えることで行い，検出された弾性波を，サンプリング間隔 1µs，1 波形 16384 個の振幅値として記録した． 

３. 解析方法および結果と考察  

３.1 開口合成法を用いた解析方法 

 開口合成法は，複数のセンサを用いて測定された弾性波を重ね合わせることで，反射強度が高まり反射位置をよ

り明瞭に推定可能な手法である．図－2に示すような，測定対象物において，Iiから入力された弾性波が反射源 xを

経由して Ojに到達する時刻 tijとトリガセンサ Othに Iiからの直達波が到達する時刻 tthの到達時間差Δtijは， 
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図－2 開口合成法の概要 

写真－1 センサ概観 図－1 測定箇所 
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で表される．また，反射源 xにおける反射強度 S(x)はトリガセ

ンサでの最大振幅 Max(uth(t))を適用し以下の式で表される． 
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この操作を，複数の弾性波入出力点で実施することでより明瞭

な反射強度 S(x)が以下の式(1)より得られる． 
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ここで弾性波の減衰について考えると，弾性波のうち P 波や S

波は伝搬距離が増加するにつれて，1/r で減衰する．したがっ

て，式(3)に示される振幅 uij(t)において，式(4)のように距離 rirj

にて補正することで距離の影響を排除可能と考えられる． 
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３.２ 開口合成法による推定結果および考察 

 健全なコンクリートの弾性波伝搬速度は，一般に 3500～

4500m/s 程度であり，本研究では，この範囲の弾性波伝搬速度

において 10m/s ごとに各測定点において開口合成法を適用し

た．その後，部材厚 2.0m 位置において最も反射強度が高くな

る速度を求めた．図－3 に測定箇所 N1 において 3800，3900，

4000m/s で開口合成法を実施した場合の深さ方向の反射強度分

布を示す．図より 3800m/s では 2.0m よりも短い距離において

高反射強度が得られており，4000m/s では 2.0m/s よりも長い距離において高反射強度が出現する結果となった．N1

では 3900m/s の場合において 2.0m 位置で最高反射強度が得られ，N1 での弾性波伝搬速度を 3900m/s と決定した．

また，弾性波伝搬速度が 100m/s 異なると高反射強度位置が 50mm 程度異なることがわかる．以上の操作を各測定

点において実施し，弾性波伝搬速度を求めた結果を表－1に示す．また，図－4に表－1で求めた弾性波伝搬速度を

適用した開口合成解析結果を示す．高反射強度位置は 0.5m 付近および 2.0m に出現した．0.5m 付近の高反射強度位

置は，弾性波入力点から各センサに直接到達する表面波成分が重ね合わさった結果であり，この位置のコンクリー

ト内部に反射源が存在するということではないことに留意が必要である．なお，表中には多重反射理論に基づいた

既往の研究で得られた結果 1)も併せて示す．本研究で得られた結果は，既往の研究で得られた結果と概ね同程度で

あった．既往の研究 1)と本研究では，測定時のコンクリートの材齢，使用した測定機器，センサ数，測定波形の処

理方法が異なるため得られる結果は厳密には一致しない． 

４.まとめ 

 衝撃弾性波法により得られた測定波形を開口合成法に適用し，既知の部材厚にて高反射強度が得られる弾性波伝

搬速度を求めた結果，既往の研究結果 1)と同程度の結果が得られ，本手法の妥当性が示唆された．本測定値を初期

値とし，今後，測定手法や波形の処理方法などを統一して継続的な測定を実施することで，弾性波伝搬速度が初期

値と異なる場合，地盤と接する背面コンクリート部分の変状を早期に把握できる可能性が期待される． 
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表－1 高反射強度位置 2.0m の弾性波伝搬速度 

図－3 弾性波伝搬速度の求め方 

図－4 高反射強度位置 2.0m の開口合成結果 
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